　　　府中市介護予防・日常生活支援総合事業の第一号事業支給費等の支給
　　　に関する規則　

　（趣旨）
第１条　この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４５の３の規定による第一号事業支給費、法第６１条に規定する高額介護予防サービス費に相当する支給費（以下「高額介護予防サービス費相当費」という。）及び法第６１条の２に規定する高額医療合算介護予防サービス費に相当する支給費（以下「高額医療合算介護予防サービス費相当費」という。）の支給に関し、必要な事項を定めるものとする。
２　第一号事業支給費の支給については、法及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）に定めるもののほか、この規則に定めるところによる。

　（定義）

第２条　この規則において「市基準第一号訪問事業」とは、府中市介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者の指定等に関する規則（平成２９年３月府中市規則第２２号）第３条第１項に規定する市基準第一号訪問事業をいい、「市基準第一号通所事業」とは、同条第２項に規定する市基準第一号通所事業をいう。
２　前項で定めるもののほか、この規則で使用する用語の意義は、法及び施行規則で使用する用語の例による。

　（第一号事業支給費の支給の要件）
第３条　第一号事業支給費の支給の要件は、居宅要支援被保険者等が第一号事業
を受ける場合であって、次のいずれかに該当するときとする。
　(1)　当該居宅要支援被保険者等が次条第３項の規定により第一号介護予防支援事業を受けることにつきあらかじめ市長に届け出ている場合であって、当該第一号事業が当該第一号介護予防支援事業による支援により作成される計画（以下「ケアプラン」という。）の対象となっているとき。

　(2)　当該居宅要支援被保険者が法第５８条第４項の規定により指定介護予防支援事業を受けることにつきあらかじめ市長に届け出ている場合であって、当該第一号事業が介護予防サービス計画（法第８条の２第１６項に規定する介護予防サービス計画をいう。以下同じ。）の対象となっているとき。
　（事業対象者の確認等に係る手続）

第４条　施行規則第１４０条の６２の４第２号に該当する被保険者であることの確認を受けようとする者は、市長に申し出なければならない。

２　市長は、前項の規定による確認に係る申出があったときは、当該申出をした者が介護保険法施行規則第１４０条の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省告示１９７号）に該当する第一号被保険者であるかを確認し、その結果を申出者に通知するものとする。

３　前項の規定による通知を受けた者（以下「事業対象者」という。）は、第一号介護予防支援事業を受けることについて市長に届け出なければならない。

４　市長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出をした者に係る情報を台帳に登録するとともに、事業対象者である旨を記載した被保険者証及び負担割合証を当該者に交付するものとする。

　（市基準第一号訪問事業に要する費用の額の算定の基準）
第５条　市基準第一号訪問事業に要する費用の算定に係る施行規則第１４０条の６３の２第１項第３号イに規定する市町村が定める基準は、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示（平成３０年厚生労働省告示第７８号。以下「平成３０年度介護報酬改定告示」という。）第
３２条の規定による改正前の厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成２７年厚生労働省告示第９３号。次条において「旧単価告示」」という。）第１号の表の三級地の項に規定する介護予防訪問介護の割合に１０円を乗じて得た額に別表第１に定める１月当たりの単位数を乗じて月を単位として算定するものとする。

　（市基準第一号通所事業に要する費用の額の算定の基準）
第６条　市基準第一号通所事業に要する費用の算定に係る施行規則第１４０条の６３の２第１項第３号イに規定する市町村が定める基準は、旧単価告示第１号の表の三級地の項に規定する介護予防通所介護の割合に１０円を乗じて得た額に別表第２に定める１月当たりの単位数を乗じて月を単位として算定するものとする。
　（日割計算）
第７条　月の途中において別表第３の左欄に掲げる事由のあった居宅要支援被保険者等（当該月の途中において、本市の被保険者から他の保険者の被保険者となる者、他の保険者から本市の被保険者となる者その他市長が認める者を除く。）に係る第一号事業支給費の額の算定について、前２条の規定を適用する場合においては、前２条中「１月当たりの単位数を乗じて月を単位として」とあるのは、「１日当たりの単位数に当該月の利用契約期間の日数（当該日数は、別表第３の右欄に定める日を起算日とした日数とする。）を乗じて」とする。
　（端数処理）

第８条　前３条の規定による費用の額の算定において、その額に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。

　（市基準第一号事業支給費の額の割合）
第９条　施行規則第１４０条の６３の２第１項第３号イに規定する市町村が定める割合は、１００分の９０とする。
　（国基準第一号訪問事業及び国基準第一号通所事業に要する費用の算定に係る費用の額）
第９条の２　国基準第一号訪問事業（府中市介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者の指定等に関する規則第３条第１項に規定する国基準第一号訪問事業をいう。）及び国基準第一号通所事業（同条第２項に規定する国基準第一号通所事業をいう。）に要する費用に係る施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号イに規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額を勘案して市町村が別に定める額は、旧単価告示第１号の表の三級地の項に規定する介護予防訪問介護の割合に１０円を乗じて得た額に介護保険法施行規則第１４０条の６３の６第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省告示第７２号）に定める１月当たりの単位数を乗じて算定するものとする。
２　介護予防サービス計画又はケアプランにおいて、１週に１回程度、国基準第一号通所事業の利用が必要と判断された要支援２である者に係る国基準第一号通所事業の所定単位数は、１月当たり１，７１４単位（日割り計算する場合においては１日当たり５６単位）として算定するものとする。
　（第一号事業支給費に係る支給限度額）
第１０条　居宅要支援被保険者等が月を単位として施行規則第８６条に規定する期間において受けた第一号事業につき支給する第一号事業支給費の総額の合計額は、次に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額を超えないものとする。

　(1)　居宅要支援被保険者　法第５５条第１項に規定する介護予防サービス費等区分支給限度基準額を基礎として算定した額の１００分の９０に相当する額から同項に規定する合計額を差し引いた額
　(2)　事業対象者　居宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基準額（平成１２年厚生省告示第３３号）第２号イに規定する単位により算定した額の１００分の９０に相当する額
　（一定以上の所得を有する居宅要支援被保険者等に係る第一号事業支給費の額）
第１１条　法第５９条の２第１項に規定する所得の額以上である居宅要支援被保険者等（次項に規定する居宅要支援被保険者等を除く。）が受ける第一号事業支給費について、第９条及び前条を適用する場合においては、これらの規定中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の８０」とする。
２　法第５９条の２第２項に規定する所得の額以上である居宅要支援被保険者等が受ける第一号事業支給費について、第９条及び前条を適用する場合においては、これらの規定中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の７０」とする。

　（高額介護予防サービス費相当費の支給）
第１２条　市は、居宅要支援被保険者等（被保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護者をいう。第５項及び第６項において同じ。）を除く。第３項において同じ。）の第一号事業利用者負担世帯合算額（同一の世帯に属する居宅要支援被保険者等が同一の月に受けた第一号事業に係る第一号事業支給費の合計額に９０分の１００（前条第１項の規定が適用される場合にあっては８０分の１００、同条第２項の規定が適用される場合にあっては７０分の１００）を乗じた額から当該第一号事業につき支給された第一号事業支給費の合計額を控除した額をいう。以下この条において同じ。）に介護サービス等利用者負担世帯合算額（介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「施行令」という。）第２２条の２の２第２項に規定する利用者負担世帯合算額をいい、法第５１条の規定により高額介護サービス費が支給される場合又は法第６１条の規定により高額介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給された額を控除して得た額をいう。以下この条において同じ。）を加えた額が、４４，４００円を超える場合に、当該月に第一号事業を受けた居宅要支援被保険者等に対し、高額介護予防サービス費相当費を支給するものとし、その額は、第一号事業利用者負担世帯合算額に介護サービス等利用者負担世帯合算額を加えた額から４４，４００円を控除した額に第一号事業利用者按分率（当該居宅要支援被保険者等が当該月に受けた第一号事業に係る第一号事業支給費の額の９０分の１０（前条の規定が適用される場合にあっては８０分の２０。次項、第６項、第１４条第１項第１号及び第３号並びに付則第３項第３号において同じ。）を第一号事業利用者負担世帯合算額で除した率をいう。）を乗じた額とする。
２　居宅要支援被保険者等が被保護者である場合において、当該居宅要支援被保険者等が同一の月において受けた第一号事業に係る第一号事業支給費の額
に９０分の１０を乗じて得た額が１５，０００円を超えるときは、当該得た額から１５，０００円を控除した額を高額介護予防サービス費相当費として支給するものとする。
３　第１項の場合において、居宅要支援被保険者等が次の各号のいずれかに該当するときは、同項中「４４，４００円」とあるのは「２４，６００円」とする。
　(1)　その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が第一号事業のあった月の属する年度（第一号事業のあった月が４月から７月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税が課されていない者又は市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者（当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である者（第５項において「市町村民税世帯非課税者」という。）
　(2)　その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が第一号事業のあった月において要保護者（生活保護法第６条第２項に規定する要保護者をいう。以下この条において同じ。）である者であって、第１項中「４４，４００円」とあるのを「２４，６００円」と読み替えてこれらの規定が適用されたならば保護（生活保護法第２条に規定する保護をいう。次項において同じ。）を必要としない状態となるもの

４　第１項の場合において、居宅要支援被保険者等の属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が第一号事業のあった月において要保護者である者であって、第１項中「４４，４００円」とあるのを「１５，０００円」と読み替えてこれらの規定が適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（前項第２号
　に掲げる者を除く。）であるときは、第１項中「４４，４００円」とあるのは
「１５，０００円」とする。
５　居宅要支援被保険者等（被保護者及び前項に規定する要保護者を除く。）が、市町村民税世帯非課税者であり、かつ、第一号事業のあった月の属する年の前年（第一号事業のあった月が１月から７月までの場合にあっては、前々年）中の公的年金等の収入金額（所得税法（昭和４０年法律第３３号）第３５条第２項第１号に規定する公的年金等の収入金額をいう。）及び当該第一号事業のあった月の属する年の前年（当該第一号事業のあった月が１月から７月までの場合にあっては、前々年）の合計所得金額（地方税法第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいい、その額が零を下回る場合には、零とし、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から施行令第２２条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額とする。）の合計額が８０万円以下である場合又は老齢福祉年金（施行令第２２条の２の２第７項に規定する老齢福祉年金をいう。）の受給権を有している場合であって、当該居宅要支援被保険者等が第一号事業利用者世帯合算額から１５，０００円を控除した額が、第３項の規定により読み替えて適用する第１項の規定により当該居宅要支援被保険者等に対して支給されるべき高額介護予防サービス費相当費の額を超えるときは、当該居宅要支援被保険者等に対して支給される高額介護予防サービス費相当費の額は、第３項の規定により読み替えて適用する第１項の規定にかかわらず、当該第一号事業利用者負担世帯合算額から
１５，０００円を控除した額とする。
６　被保護者である居宅要支援被保険者等が指定第一号事業者（法第１１５条の４５の３第１項の指定を受けた事業者をいう。）から第一号事業を受けた場合において、当該第一号事業に係る第一号事業支給費の額に９０分の１０を乗じた額の支払が行われなかったときは、市は、当該第一号事業に要した費用のうち第２項の規定による高額介護予防サービス費相当費として居宅要支援事業者等に支給すべき額に相当する額を当該指定第一号事業者に支払うものとする。
７　前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者等に対し、第２項の規定による高額介護予防サービス費相当費の支給があったものとみなす。
　（高額介護予防サービス費相当費の支給の申請）
第１３条　高額介護予防サービス費相当費の支給を受けようとする居宅要支援被保険者等は、当該居宅要支援被保険者等の氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号並びに被保険者証の番号を記載した高額介護予防サービス費相当費支給申請書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。
２　高額介護予防サービス費相当費が、前条第３項から第５項までの規定によるものであるときは、前項の申請書にその事実を証する書類を添付しなければならない。ただし、市長は、当該書類により明らかにすべき事実を公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省略させることができる。
　（高額医療合算介護予防サービス費相当費の支給）

第１４条　市は、施行令第２２条の３第２項各号に規定する額を合算した額（法第５１条の２の規定により高額医療合算介護サービス費が支給される場合又は法第６１条の２の規定により高額医療合算介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。以下この条において同じ。）に次に掲げる額を合算した額を加えた額（以下「第一号事業等医療合算利用者負担世帯合算額」という。）から７０歳以上第一号事業等医療合算支給総額（７０歳以上第一号事業等医療合算利用者負担世帯合算額から７０歳以上医療合算算定基準額（施行令第２２条の３第３項に規定する７０歳以上医療合算算定基準額をいう。以下同じ。）を控除して得た額（当該得た額が零を下回る場合には、零とする。）をいう。）を控除した額が、医療合算算定基準額（施行令第２２条の３第２項に規定する医療合算算定基準額をいう。以下同じ。）を超える場合に、第１号に規定する基準日被保険者に高額医療合算介護予防サービス費相当費を支給するものとし、その額は、第一号事業等医療合算利用者負担世帯合算額から医療合算算定基準額を控除した額に第一号事業医療合算利用者按分率（第１号に掲げる額から次項の規定により支給される高額医療合算介護予防サービス費相当費を控除した額を、次に掲げる額を合算した額から７０歳以上第一号事業等医療合算支給総額を控除した額で除して得た率をいう。）を乗じた額とす

る。ただし、療養（施行令第２２条の３第２項第７号イからリまでに定める額に係る規定に規定する療養をいう。以下同じ。）に係る同号イからリまでのそれぞれに掲げる額が零であるときは、支給しない。

　(1)　毎年８月１日から翌年７月３１日までの期間（以下「計算期間」という。）において、計算期間の末日（以下「基準日」という。）において本市の行う介護保険の居宅要支援被保険者等である者（以下「基準日被保険者」という。）が受けた第一号事業に係る第一号事業支給費の額に９０分の１０を乗じて得た額（第１２条の高額介護予防サービス費相当費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。第３号において同じ。）

　(2)　計算期間において、基準日被保険者が他の市町村の行う介護保険の居宅要支援被保険者等であった間に受けた第一号事業に係る第一号事業支給費の額に９０分の１０（当該第一号事業支給費の算定において、当該第一号事業に要する費用の額に１００分の９０以外の割合を乗じる場合にあっては、当該割合の分子の数を分母とし、１００から当該分子の数を差し引いた数を分子とした割合。第４号において同じ。）を乗じた額（法第６１条に規定する高額介護予防サービス費に相当する支給費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除した額とする。第４号において同じ。）

　(3)　計算期間において、基準日被保険者の合算対象者（施行令第２２条の３第４項に規定する者をいう。以下同じ。）が本市の行う介護保険の居宅要支援被保険者等であった間に受けた第一号事業に係る第一号事業支給費の額に９０分の１０を乗じた額

　(4)　計算期間において、基準日被保険者の合算対象者が他の市町村の行う介護保険の居宅要支援被保険者等であった間に受けた第一号事業に係る第一号事業支給費の額に９０分の１０を乗じた額

２　前項の第一号事業等医療合算利用者負担世帯合算額のうち、７０歳以上第一号事業等医療合算利用者負担世帯合算額が、７０歳以上医療合算算定基準額を超える場合は、７０歳以上第一号事業等医療合算支給総額に７０歳以上第一号事業医療合算利用者按分率（７０歳に達する日の属する月の翌月以降に受けた第一号事業（以下この項及び次項において「７０歳以上第一号事業」という。）に係る前項第１号に掲げる額を、７０歳以上第一号事業に係る同項各号に掲げる額を合算した額で除して得た率をいう。）を乗じた額を高額医療合算介護予防サービス費相当費として基準日被保険者に支給する。ただし、７０歳に達する日の属する月の翌月以降に受けた療養に係る施行令第２２条の３第２項第７号イからリまでのそれぞれに掲げる額が零であるときは、支給しない。

３　前２項の７０歳以上第一号事業等医療合算利用者負担世帯合算額は、次に掲げる額を合算した額とする。

　(1)　施行令第２２条の３第３項に規定する７０歳以上医療合算利用者負担世帯合算額

　(2)　７０歳以上第一号事業に係る第１項各号に掲げる額

４　次に掲げる場合における高額医療合算介護予防サービス費相当費の支給については、当該日の前日（第２号に規定する場合にあっては、施行規則第８３条の４の３第２項に規定する日）を基準日とみなして、この条の規定を適用する。

　(1)　居宅要支援被保険者等が計算期間において医療保険加入者又は後期高齢者医療の被保険者でなくなり、かつ、その医療保険加入者又は後期高齢者医療の被保険者でなくなった日以後の当該計算期間において新たに医療保険加入者又は後期高齢者医療の被保険者とならない場合

　(2)　施行規則第８３条の４の３第１項に規定する場合

　（高額医療合算介護予防サービス費相当費の支給の申請）

第１５条　高額医療合算介護予防サービス費相当費の支給を受けようとする居宅要支援被保険者等は、次に掲げる事項を記載した高額医療合算介護予防サービス費相当費支給申請書（第２号様式）を、市長に提出しなければならない。

　(1)　当該居宅要支援被保険者等の氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号並びに被保険者証の番号

　(2)　当該居宅要支援被保険者等の合算対象者の氏名、性別、生年月日及び個人番号並びに被保険者証の番号

　(3)　当該居宅要支援被保険者等の当該計算期間における本市の行う介護保険の加入期間

　(4)　当該居宅要支援被保険者等の基準日に加入していた医療保険者（法第７条第７項に規定する医療保険者及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）第４８条に規定する後期高齢者医療広域連合をいう。）の名称及び所在地

２　市長は、前項の申請があったときは、当該居宅要支援被保険者等に対し、次に掲げる事項を記載した証明書を交付しなければならない。

　(1)　前項第１号（個人番号を除く。）及び第３号に掲げる事項

　(2)　前条第１項第１号に掲げる額

　(3)　前２号に掲げるものほか、市長が必要と認める事項

３　市長は、精算対象者（計算期間の中途で死亡した者その他これに準ずる者をいう。）に係る高額医療合算介護予防サービス費相当費の支給のために必要な場合において、当該精算対象者の合算対象者から申請があったときは、前項の証明書を交付するものとする。

　（雑則）

第１６条　この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

　　　　付　則
（施行期日）
１　この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
　（平成２９年８月１日から平成３２年７月３１日までの間に受けた第一号事業等に係る高額介護予防サービス費相当費の特例）
２　平成２９年８月１日から平成３２年７月３１日までの間において居宅要支援被保険者等が受けた第一号事業に係る高額介護予防サービス費相当費については、第１２条の規定によるほか、第一号事業利用者負担年間世帯合算額（第
１４条第１項各号に掲げる額をいう。以下この項において同じ。）に介護サービス等利用者負担年間世帯合算額（施行令附則第２１条第１項に規定する利用者負担年間世帯合算額をいい、同条の規定により高額介護サービス費が支給される場合又は施行令附則第２２条の規定により高額介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給された額を控除した額をいう。以下この項において同じ。）を加えた額が４４６，４００円を超える場合に、基準日被保険者に支給するものとし、その額は、居宅要支援被保険者等支給額（第一号事業利用者負担年間世帯合算額に介護サービス等利用者負担年間世帯合算額を加えた額から４４６，４００円を控除して得た額に第一号事業利用者按分率（第１４条第１項第１号及び第２号に掲げる額の合算額を第一号事業利用者負担年間世帯合算額で除した率をいう。）を乗じた額。次項において同じ。）（当該居宅要支援被保険者等支給額が第１４条第１項第１号に掲げる額に施行令附則第２１条第３項第１号及び第２号に掲げる額（同条の規定により高額介護サービス費が支給される場合又は施行令附則第２２条の規定により高額介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給された額を控除した額。次項において同じ。）を加えて得た額を超える場合にあっては、当該得た額）とする。ただし、当該基準日において、同条第１項各号の規定に掲げる場合は、支給しない。
３　平成２９年８月１日から平成３２年７月３１日までの間において居宅要支援被保険者等が受けた第一号事業に係る高額介護予防サービス費相当費については、第１２条及び前項の規定によるほか、居宅要支援被保険者等支給額が第１号に規定する額を超える場合に、当該居宅要支援被保険者等支給額の算定の対象となった計算期間において本市が行う介護保険の居宅要支援被保険者等であった者（基準日において本市以外の市町村の行う介護保険の被保険者に限る。）に支給するものとし、その額は、居宅要支援被保険者等支給額から第１号に規定する額を控除した額に基準日以外居宅要支援者等按分率（第３号に掲げる額を第２号及び第３号に掲げる額の合算額で除した率をいう。）を乗じた額とす
る。ただし、当該基準日において、施行令附則第２２条第１項各号に掲げる場合は、支給しない。
　(1)　次に掲げる額の合算額
　　ア　当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が基準日市町村（基準日において当該被保険者に対し介護保険を行う市町村をいう。）の行う介護保険の居宅要支援被保険者等であった間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた第一号事業に係る第一号事業支給費の額に９０分の１０
（当該第一号事業支給費の算定において、当該第一号事業に要する費用の額に１００分の９０以外の割合を乗じる場合にあっては、当該割合の分子の数を分母とし、１００から当該分子の数を差し引いた数を分子とした割合。次号において同じ。）を乗じた額（法第６１条に規定する高額介護予防サービス費に相当する支給費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除した額とする。次号において同じ。）
　　イ　施行令附則第２１条第３項第１号及び第２号に掲げる額
　(2)　当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が基準日市町村以外の市町村（本市を除く。）の行う介護保険の居宅要支援被保険者等であった間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた第一号事業に係る第一号事業支給費の額に９０分の１０を乗じた額
　(3)　当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が本市の行う介護保険の居宅要支援被保険者等であった間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた第一号事業に係る第一号事業支給費の額に９０分の１０を乗じた額（第１２条に規定する高額介護予防サービス費相当費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。）
４　次の各号に掲げる場合における前２項の規定による高額介護予防サービス費相当費の支給については、当該各号に定める日を基準日とみなして、前２項の規定を適用する。ただし、平成２９年８月１日に被保険者でなくなった場合は、支給しない。
　(1)　居宅要支援者被保険者等が計算期間において被保険者でなくなり、かつ、被保険者でなくなった日以後の当該計算期間において新たに被保険者とならない場合　当該日の前日
　(2)　施行規則附則第３９条第１項に規定する場合　施行規則附則第３９条第２項に規定する日
５　第２項及び第３項の場合において、第１４条第１項第１号中「第１２条」とあるのは「第１２条又は付則第２項」と、同項第２号中「第６１条」とあるのは「法第６１条若しくは施行令附則第２２条第１項又は第２項」と読み替えるものとする。
　（第２項の規定による高額介護予防サービス費相当費の支給の申請）

６　第２項の規定による高額介護予防サービス費相当費の支給を受けようとする居宅要支援被保険者等は、当該居宅要支援被保険者等の氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号並びに被保険者証の番号を記載した高額介護予防サービス費相当費支給申請書を市長に提出しなければならない。ただし、計算期間において第１２条の規定による高額介護予防サービス費相当費の支給の申請をした居宅要支援被保険者等は、当該申請書を提出したものとみなす。
７　前項の申請書には、第１４条第１項第２号及び第４号に掲げる額に関する証明書をそれぞれ添付しなければならない。ただし、記載すべき額が零である証明書は、前項の申請書にその旨を記載して、添付を省略することができる。
８　市長は、第６項の規定による申請書の提出を受けたときは、当該申請者に適用される他市町村高額介護予防サービス費相当費（当該他の市町村が行う施行令附則第２２条に規定する高額介護予防サービス費に相当する支給費をいう。）の支給に必要な事項を、申請者に対して前項の証明書を交付した市町村に対して通知するものとする。

　（第３項の規定による高額介護予防サービス費相当費の支給の申請）
９　第３項の規定による高額介護予防サービス費相当費の支給を受けようとする居宅要支援被保険者等は、次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出しなければならない。
　(1)　当該居宅要支援被保険者等の氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号並びに被保険者証の番号
　(2)　当該居宅要支援被保険者等の当該計算期間における本市の行う介護保険の加入期間
　(3)　基準日市町村の名称
１０　市長は、前項の申請があったときは、当該居宅要支援被保険者等に対し、
　次に掲げる事項を記載した証明書を交付するものとする。
　(1)　前項第１号（個人番号を除く。）及び第２号に掲げる事項
　(2)　第３項第３号に掲げる額
　(3)　その他必要な事項
１１　市長は、基準日市町村の長から第９項の申請に係る本市の高額介護予防サービス費相当費の支給額を通知されたときは、当該居宅要支援被保険者等に当該支給額を通知するものとする。
１２　市長は、精算対象者（計算期間の中途で死亡した者その他これに準ずる者をいう。）に係る第２項及び第３項に係る高額介護予防サービス費相当費の支給のために必要な場合において、当該精算対象者の合算対象者（施行規則附則第２１条第３項に規定する合算対象者をいう。）から申請があったときは、当該合算対象者に対し、第１０項の証明書を交付するものとする。
　　  　付　則(平成30年３月29日規則第19号)
　この規則は、公布の日から施行する。
　 　　付　則(平成30年３月30日規則第29号)
　（施行期日等）

１　この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の府中市介護予防・日常生活支援総合事業の第一号事業支給費の支給に関する規則は、平成２９年４月１から適用する。
　（経過措置）
２　平成２９年４月１日から同年７月３１日までの間に受けた第一号事業に係る高額介護予防サービス費相当費の支給について、第１２条を適用する場合においては、同条中「４４，４００円」とあるのは「３７，２００円」とする。
３　居宅要支援被保険者等の属する世帯に属する第一号被保険者のいずれかの第一号事業のあった月の属する年の前々年の所得について、第１号に掲げる額（当該第一号事業のあった月の属する年の前々年の１２月３１日において世帯主であって、同日において当該世帯主と同一の世帯に属する１９歳未満の者で同年の合計所得金額（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいい、その額が零を下回る場合には、零とする。）が３８万円以下であるもの（第２号において「控除対象者」という。）を有する者にあっては、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控除して得た額）が１４５万円以上であるとき（居宅要支援被保険者等の属する世帯に属する全ての第一号被保険者について、介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成２９年厚生労働省令第８５号）第１条の規定による改正前の介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第９７条の２の規定の例により算定した第一号事業のあった月の属する年の前々年の収入の合計額が５２０万円（当該世帯に属する第一号被保険者が１人である場合にあっては、３８３万円）に満たない場合を除く。）は、前項の規定は適用しない。
　(1)　当該所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の地方税法の規定による市町村民税に係る同法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額（介護保険法施行令等の一部を改正する政令（平成２９年政令第２１２号）第１条の規定による改正前の介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第２２条の２の２第５項に規定する所得の金額をいう。）の合計額から同項各号及び同条第２項の規定による控除をした後の金額
　(2)　当該第一号事業があった月の属する年の前々年の１２月３１日において
１６歳未満の控除対象者の数を３３万円に乗じた額及び同日において１６歳以上の控除対象者の数を１２万円に乗じて得た額の合計額
　　　付　則(平成30年７月２日規則第44号)
この規則は、平成３０年８月１日から施行する。

　　　付　則(平成30年７月20日規則第47号)
　　この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の府中市介護予防・日常生活支援総合事業の第一号事業支給費等の支給に関する規則は、平成２９年４月１日から適用する。
　　　　　付　則(平成30年10月12日規則第59号)
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。

　（経過措置）
２　第１２条第１項及び第５項の改正規定による改正後の同条の規定は、平成
３０年８月１日以後に行われた第一号事業に係る第一号事業支給費について適用し、同日前に行われた第一号事業に係る第一号事業支給費については、なお従前の例による。
　　　付　則
　（施行期日）

１　この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条は平成３１年４月１日から、第３条は同年６月１日から施行する。

　（経過措置）

２　第２条の規定による改正後の府中市介護予防・日常生活支援総合事業の第一号事業支給費等の支給に関する規則の規定は、平成３１年４月１日以後に利用した第一号事業に係る第一号事業支給費について適用し、同日前に利用した第一号事業に係る第一号事業支給費については、なお従前の例による。

３　第３条の規定による改正後の府中市介護予防・日常生活支援総合事業の第一号事業支給費等の支給に関する規則の規定は、平成３１年６月１日以後に利用した第一号事業に係る第一号事業支給費について適用し、同日前に利用した第一号事業に係る第一号事業支給費については、なお従前の例による。
　　　付　則　　　
　（施行期日）

１　この規則は、令和元年１０月１日から施行する。
（経過措置）
２　この規則による改正後の府中市介護予防・日常生活支援総合事業の第一号事業支給費等の支給に関する規則の規定は、令和元年１０月１日以後に利用した第一号事業に係る第一号事業支給費について適用し、同日前に利用した第一号事業に係る第一号事業支給費については、なお従前の例による。
　　　付　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和３年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この規則による改正後の府中市介護予防・日常生活支援総合事業の第一号事業支給費等の支給に関する規則の規定は、令和３年４月１日以後に利用した第一号事業に係る第一号事業支給費について適用し、同日前に利用した第一号事業に係る第一号事業支給費については、なお従前の例による。
３　この規則による改正後の第　条に規定する規則は、介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省告示第72号）に基づき、令和３年４月１日から令和３年９月３０日までの間は第９条の２の第２項、別表１、別表２の訪問型サービス及び通所型サービスについて、それぞれの所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。
別表第１（第５条、第７条）
市基準第一号訪問事業の単位数
	利用者の区分
	提供者の区分
	１月当たりの
単位数
	１日当たりの
単位数

	必要な回数が１週に１回程度
	訪問介護員等
	１，０５８単位
	３５単位

	
	研修修了者
	９５２単位
	３１単位

	必要な回数が１週に２回程度
	訪問介護員等
	２，１１４単位
	７０単位

	
	研修修了者
	１，９０３単位
	６３単位

	必要な回数が１週に２回程度を超える回数
	訪問介護員等
	３，３５４単位
	１１０単位

	
	研修修了者
	３，０１９単位
	９９単位


　注　

　　１　利用者の区分における必要な回数は、介護予防サービス計画又はケアプランにおいて必要と判断された回数をいう。

　　２　この表において「訪問介護員等」とは、次に掲げる者をいう。

　　　(1)　介護福祉士
　　　(2)　法第８条２項に規定する政令で定める者

　　３　この表において「研修修了者」とは、市が指定する研修を修了した者をいう。
　　４　必要な回数が１週に２回程度を超える回数の利用者にあっては、その要支援状態区分が要支援２である者に限る。
　　５　利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、市基準第一号訪問事業に係る所定単位数は、算定しない。　

　　６　利用者が一の事業所において市基準第一号訪問事業を受けている間は、当該事業所以外の事業所において受けた市基準第一号訪問事業に係る所定単位数は、算定しない。
　　７　市基準第一号訪問事業を行う事業所（以下「市基準第一号訪問事業所」という。）の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の４に規定する養護老人ホーム、同法第２０条の６に規定する軽費老人ホーム若しくは同法第２９条第１項に規定する有料老人ホーム又は高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅であって同項に規定する都道府県知事（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市及び同法第
２５２条の２２第１項の中核市にあっては、当該指定都市又は当該中核市の市長）の登録を受けたものに限る。）若しくは市基準第一号訪問事業所と同一建物に居住する利用者又は市基準第一号訪問事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物の利用者に対して行った市基準第一号訪問事業に要する費用の額は、所定単位数に１００分の
９０を乗じて得た単位数に相当する単位数を算定するものとする。　
　　８　市基準第一号訪問事業所において、新規に介護予防訪問介護計画（介護保険法施行規則等の一部を改正する規則（平成２７年厚生労働省令第４号）第５条の規定による改正前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）第３９条第２号に規定する介護予防訪問介護計画をいう。以下同じ。）を作成した利用者について次の各号のいずれかに該当する事実が生じた月分の市基準第一号訪問事業に要する費用の算定にあたっては、２００単位を加算するものとする。

　　　(1)　サービス提供責任者が市基準第一号訪問事業の初回を担当し、又は担当する従事者と同行すること。

　　　(2)　市基準第一号訪問事業の初回を行った日の属する月において、サービス提供責任者が市基準第一号訪問事業を１回以上担当し、又は担当する従事者と同行すること。
　　９　厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）第４号に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た市基準第一号訪問事業所が、利用者に対し、市基準第一号訪問事業を行った場合は、次の各号に掲げる同基準の区分に応じ、当該各号に定める単位数を加算するものとする。この場合において、加算する単位数は、当該市基準第一号訪問事業所が適合する基準に係る単位数のうち、最も単位数が多いものに限るものとする。

　　　(1)　介護職員処遇改善加算(Ⅰ)　第１項から第６項までの規定により算定した単位数に１０００分の１３７を乗じて得た単位数に相当する単位数
　　　(2)　介護職員処遇改善加算(Ⅱ)　第１項から第６項までの規定により算定した単位数に１０００分の１００を乗じて得た単位数に相当する単位数
　　　(3)　介護職員処遇改善加算(Ⅲ)　第１項から第６項までの規定により算定した単位数に１０００分の５５を乗じて得た単位数に相当する単位数
　　　(4)　介護職員処遇改善加算(Ⅳ)　前号の規定により算定した単位数に１００分の９０を乗じて得た単位数に相当する単位数　
　　　(5)　介護職員処遇改善加算(Ⅴ)　第３号の規定により算定した単位数に
１００分の８０を乗じて得た単位数に相当する単位数
　１０　厚生労働大臣が定める基準第４号の２に適合している介護職員その他の職員の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た市基準第一号訪問事業所が、利用者に対し、市基準第一号訪問事業を行った場合は、次の各号に掲げる同基準の区分に応じ、当該各号に定める単位数を加算するものとする。この場合において、加算する単位数は、当該市基準第一号訪問事業所が適合する基準に係る単位数のうち、最も単位数が多いものに限るものとする。

　　(1)　介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)　第１項から第６項までの規定により算定した単位数に１０００分の６３を乗じて得た単位数に相当する単位数
　(2)　介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)　第１項から第６項までの規定により算定した単位数に１０００分の４２を乗じて得た単位数に相当する単位数
別表第２（第６条、第７条）

市基準第一号通所事業の単位数
	利用者の区分
	１月当たりの
単位数
	１日当たりの
単位数

	要支援１である者又は必要な回数が１週に１回程度である事業対象者
	必要な時間が１日２時間以上３時間未満
	１，１９２単位
	３９単位

	
	必要な時間が１日３時間以上
	１，２５０単位
	４１単位

	要支援２である者（必要な回数が１週に１回程度である者を除く。）又は必要な回数が１週に２回程度である事業対象者
	必要な時間が１日２時間以上３時間未満
	２，３７２単位
	８０単位

	
	必要な時間が１日３時間以上
	２，４９２単位
	８２単位

	必要な回数が１週に１回程度である要支援２である者
	必要な時間が１日２時間以上３時間未満
	１，２２８単位
	４０単位

	
	必要な時間が１日３時間以上
	１，２８８単位
	４２単位


注

　　１　利用者の区分における必要な時間又は必要な回数は、介護予防サービス計画又はケアプランにおいて必要と判断された時間又は回数をいう。
　　２　利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、市基準第一号通所事業に係る所定単位数は、算定しない。　

　　３　利用者が一の事業所において市基準第一号通所事業を受けている間は、当該事業所以外の事業所において受けた市基準第一号通所事業に係る所定単位数は、算定しない。
　　４　市基準第一号通所事業の月平均の利用者の数が、府中市介護予防・日常生活支援総合事業の指定等に関する規則（平成２９年３月府中市規則第
２２号）第４条の規定により府中市長に提出した運営規程に定められている利用定員を超える市基準第一号通所事業所（市基準第一号通所事業を行う事業所をいう。以下同じ。）においては、所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位数に相当する単位数を算定するものとする。
　　５　総合事業基準規則第１２条に規定する介護職員の員数基準を満たしていない市基準第一号通所事業所において利用者に対して市基準第一号通所事業を行った場合は、所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位数に相当する単位数を算定するものとする。
　　６　厚生労働大臣が定める基準第２４号に適合している介護職員
　　　の賃金の改善等を実施しているものとして府中市長に届け出た市基準第一号通所事業所において利用者に対して市基準第一号通所事業を行った場合は、次の各号に掲げる同基準の区分に応じ、当該各号に定める単位数を所定単位数に加算するものとする。この場合において、加算する単位数は、当該市基準第一号通所事業所が適合する基準に係る単位数のうち、最も単位数が多いものに限るものとする。
　　　(1)　介護職員処遇改善加算(Ⅰ)　第１項から第３項までの規定により算定した単位数に１０００分の５９を乗じて得た単位数に相当する単位数
　　　(2)　介護職員処遇改善加算(Ⅱ)　第１項から第３項までの規定により算定した単位数に１０００分の４３を乗じて得た単位数に相当する単位数
　　　(3)　介護職員処遇改善加算(Ⅲ)　第１項から第３項までの規定により算定した単位数に１０００分の２３を乗じて得た単位数に相当する単位数
　　　(4)　介護職員処遇改善加算(Ⅳ)　前号の規定により算定した単位数に１００分の９０を乗じて得た単位数に相当する単位数　
　　　(5)　介護職員処遇改善加算(Ⅴ)　第３号の規定により算定した単位数に
１００分の８０を乗じて得た単位数に相当する単位数
　　７　厚生労働大臣が定める基準第２４号の２に適合している介護職員その他の職員の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た市基準第一号訪問事業所が、利用者に対し、市基準第一号訪問事業を行った場合は、次の各号に掲げる同基準の区分に応じ、当該各号に定める単位数を加算するものとする。この場合において、加算する単位数は、当該市基準第一号訪問事業所が適合する基準に係る単位数のうち、最も単位数が多いものに限るものとする。

　　　(1)　介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)　第１項から第３項までの規定により算定した単位数に１０００分の１２を乗じて得た単位数に相当する単位数
　(2)　介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)　第１項から第３項までの規定により算定した単位数に１０００分の１０を乗じて得た単位数に相当する単位数
　　
別表第３（第７条）
日割り計算
	月途中の事由
	起算日

	事業の利用の開始
	事業者との契約開始（同一サービス種別におけるサービス事業所の変更の場合を含む。）
	契約日

	所定単位数の変更
	要支援認定に係る要支援状態区分以外の要支援状態区分への変更に伴い別表第２に規定する所定単位数が変更となった場合
	所定単位数の変更後にあっては新たな要支援認定に係る有効期間の開始日、所定単位数の変更前にあっては当該日の前日

	
	事業対象者が法第３２条により要支援認定されたことに伴い別表第２に規定する所定単位数が変更となった場合
	

	事業の利用の終了
	利用者との契約解除（同一サービス種別におけるサービス事業所の変更の場合を含む。）
	契約解除日

	
	居宅要支援被保険者等が法第２７条又は第２９条により要介護認定された場合
	要介護認定有効期間開始日の前日

	
	介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護の入居
	入居日の前日

	
	介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者の登録開始
	サービス提供日（通い又は訪問、宿泊のいずれか早い日）の前日

	
	介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護の入所
	入所日の前日

	その他
	この表に規定するもののほか日割計算することが適当であると市長が認める事由
	市長が定める日


　注　事業の利用の終了と事業の利用の開始が同日となる場合における事業の利用の終了に係る起算日は、起算日の欄に規定する日の前日とする。
第１号様式（第１３条）
[image: image1.emf]
第２号様式（第１５条）
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